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１．会計年度任用職員制度の導入等 
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２． 公務員の定年引上げ 
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３． 地方公務員の定員・給与及び人事評価制度の活用 
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４． 就職氷河期対策 
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５． ハラスメント対策、男性職員の育児参加の促進、 

時間外勤務命令の上限設定等 
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47 43 91% 4 9%

20 17 85% 3 15%

1,721 607 35% 1,114 65%

47 46 98% 1 2%

20 19 95% 1 5%

1,721 691 40% 1,030 60%

47 47 100% 0 0%

20 20 100% 0 0%

1,721 1,196 69% 525 31%

47 44 94% 3 6%

20 19 95% 1 5%

1,721 1,021 59% 700 41%
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未定
・

検討中

47 44 2 1 0 0

（割合） 93.6% 4.3% 2.1% 0.0% 0.0%

（累計割合） 93.6% 97.9% 100.0% 100.0% 100.0%

20 18 0 1 1 0

（割合） 90.0% 0.0% 5.0% 5.0% 0.0%

（累計割合） 90.0% 90.0% 95.0% 100.0% 100.0%

1,721 1,375 43 65 235 3

（割合） 79.9% 2.5% 3.8% 13.7% 0.2%

（累計割合） 79.9% 82.4% 86.2% 99.8% 100.0%

1,788 1,437 45 67 236 3

（割合） 80.4% 2.5% 3.7% 13.2% 0.2%

（累計割合） 80.4% 82.9% 86.6% 99.8% 100.0%

時間外勤務命令の上限の設定等の措置の導入状況等に関するフォローアップ調査結果(R1.10.1時点)

団体数 施行済
年内

施行予定

年度内

施行予定

R2.4.1

施行予定

都道府県

指定都市

市区町村

全合計

※　「年度内施行予定」の団体については、「令和２年１月から３月までの間に施行予定」 と回答した

　団体を計上している。
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６． 障害者雇用の促進 
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７．大規模災害に係る被災自治体への人的支援 

（１）被災自治体に対する短期の職員派遣 

 

  

38



1

( )

2

39



40



 

 

 

 

 

 

（２）被災自治体に対する中長期の職員派遣 
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８． マイナンバーカードの年内取得促進 
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○ マイナンバーカードを利用したオンラインによる組合員資格確認を導入（2021年3月～）

自治体におけるマイナンバーカードの取得の推進に向けた取組

健康保険法等の改正

「地方公務員等のマイナンバーカードの一斉取得の推進について」（令和元年６月２８日付け総行福第２３号）

① 組合員・被扶養者へのマイナンバーカード申請の周知・働きかけ

② オンライン申請等によるマイナンバーカード申請について職場を通じて働きかけ

③ 共済組合から送付された交付申請書を職場を通じて組合員・被扶養者に配付し、職場を

通じて申請

保険者等の事務コストが縮減

組合員・被扶養者が
健康増進に活用

組合員・自治体の負担軽減
健康管理や医療の質が向上

個人単位の被保険者番号と特
定健診データや薬剤情報等を一
対一で管理し、オンラインで被保
険者番号と資格情報を確認

地共済・国共済の組合員・被扶養者は、
市区町村におけるカード交付事務の平準化の観点から

2019年度中に先行してマイナンバーカードの取得をお願いしたい。

○ オンライン資格確認の導入を機にマイナンバーカードを健康保険証として利用

○ 保険証利用に向けた環境整備のため、官民挙げてマイナンバーカードの取得を促進

更なる政府の取組（「経済財政運営と改革の基本方針2019」閣議決定より）

地共済組合員と被扶養者のマイナンバーカード取得
総務省公務員部
福利課作成資料
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１

マイナンバーカードを基盤とした安全・安心で利便性の高いデジタル社会と公平で効率的な行政の構築を目指す

関係業界団体等にカードの普及と健康保険証利用について要請

2020年7月末 3000～4000万枚 マイナンバーカードを活用した
消費活性化策に向けて

2021年3月末 6000～7000万枚 健康保険証利用の運用開始時

2022年3月末 9000～10000万枚 医療機関等のシステム改修
概成見込み時

2023年3月末 ほとんどの住民がカードを保有

2020年8月 詳細な仕様の確定、各ベンダのソフト開発を受け、医療
機関等におけるシステム整備開始

2021年3月末 健康保険証利用の本格運用
医療機関等の６割程度での導入を目指す

2022年3月末 2022年診療報酬改定に伴うシステム改修時
医療機関等の９割程度での導入を目指す

2023年3月末 概ね全ての医療機関等での導入を目指す

9月以降

「マイナンバーカードの普及とマイナンバーの利活用の促進に関する方針」を決定（※第４回会議）

マイナンバーカードの普及等に関する全体スケジュールや取組方針等を了承（※第５回会議）

6月

9月

各省庁、地方公共団体、関係機関等、民間事業者等それぞれにおいて、緊密に連携しつつ、
マイナンバーカードの普及等の取組を推進

全体スケジュール

取組方針等

「医療機関等のシステム整備の工程表・保険証利用の移行スケジュール（案）」、

「各保険者における被保険者のマイナンバーカード取得促進策」を示す

マイナンバーカードの健康保険証利用（令和３年３月から開始）

マイナンバーカードの健康保険証としての医療機関等の利用環境整備（抜粋）マイナンバーカード交付枚数（想定）

マイナポイントを活用した消費活性化策（令和２年度に実施）

一定金額を前払い等した者に対して、「マイナポイント」を国費で付与

様々な媒体を活用し、カードのメリットや安全性を積極的に広報

マイナンバーカードの普及に向けた広報

市区町村の交付円滑化計画

カードの交付枚数想定を踏まえ、市区町村において

交付円滑化計画を策定（９月上旬に策定依頼通知を発出）

全業所管官庁等を通じた計画的な取組

マイナンバーカードの普及等の取組について

国家公務員や地方公務員等による本年度中のマイナンバーカードの取得を推進

国家公務員・地方公務員等の取得の推進
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９． 令和２年度における地方議会議員年金制度に 

係る地方公共団体の負担金 
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10．2019年財政検証結果を踏まえた年金制度改正 
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11．地方公務員の安全衛生の推進等 
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対応済 対応予定

H31.4.1時点 R1.10までに 年内までに R2.4までに

47 43 2 0 1 1

（割合） 91% 4% 0% 2% 2%

20 15 1 0 0 4

（割合） 75% 5% 0% 0% 20%

1,721 512 144 89 549 427

（割合） 30% 8% 5% 32% 25%

1,788 570 147 89 550 432

（割合） 32% 8% 5% 31% 24%

(注)端数処理のため、合計が100％とならない場合がある。

団体数

長時間勤務者に対する医師の面接指導強化に係る対応状況に関する調査結果

本調査は、働き方改革に伴う労働安全衛生法及び人事院規則の一部改正を踏まえ、長時間勤務
者に対する医師の面接指導について、以下の①～③の場合に管理監督職員も含めて実施するた
めの例規や指針等の整備が行われているかを把握するために実施したもの。
① 超過勤務時間が１か月について100時間以上
② 超過勤務時間が２～６か月平均で80時間超
③ 超過勤務時間が１か月について80時間超、かつ、疲労の蓄積が認められること
 （③は本人から面接指導を受けることを希望する旨の申出があった場合に限る）

※上表については、当該団体内で対応が異なる場合（例えば、既に対応できている任命権者と対応できていない
任命権者が混在する場合など）には、集計上、対応できていない部分の今後の対応状況を示している。

未定・検討
中・その他
※一部で未対応

を含む

全合計

市区町村

指定都市

都道府県
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資料2

雇用保険法等の一 部を改正する法律案

（労働者災害補償保険法及び労働保険の保険料の

徴収等に関する法律の一 部改正関係）の概要

1. 改正の趣旨

多様な働き方を選択する者やパ ー ト労働者等で 複数就業してい

る者が増加している実状を踏まえ、セ ー フティネットとしての機能

を果たしている労災保険制度の見直しを行い、複数就業者が安心し

て働くことができるような環境を整備する。

2 改正の概要

(1)労働者災害補償保険法の改正

① 複数の就業先での業務上の負荷を総合的に評価した場合の保

険給付を新設する。

② 複数就業者に係る給付基礎日額の特例を整備する。

③ 平均給与額の修正により、 スライド率等を変更することによ

り生じた保険給付について、 当該保険給付に係る未支給の保険

給付の支給を受ける権利について、 会計法の特例を措置する。

(2)労働保険の保険料の徴収等に関する法律の改正

〇 複数就業者の場合におけるメリット収支率の算定方法を見直

す。

・ 今般の新たな保険給付については、メリット収支率に影響さ

せないこととする。

3. 施行期日

2 (1)①②及び(2)は公布後6か月の範囲内において政令

で定める日

· 2 (1)③は令和2年4月1日

（令和２年１月９日開催）
 第84回労働政策審議会労働条件分科会労災保険部会
 厚生労働省配布資料
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